
②種類別明細書（増加資産・全資産用）記入例

　令和7年1月2日から令和8年1月1日までに取得した資産について記入してください。

　また、令和7年１月1日以前に取得した資産で、申告する必要のある資産がありましたら記入してください。
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①資 産 の 種 類 各資産に、1から6までの種類に対応する数字を記入してください。（前掲P6参照）

②資産の名称等 漢字、ひらがな、カタカナ、アルファベットおよび数字で具体的に記入してください。
(例) ３－Ｒ－２ （機械番号）

ウォータージェットルーム （機械名称）

(例) 織機　ABC１０D－２００　○△□社製 （機械種類、機械番号、メーカー名）

③数　　　　　　量 取得した資産の数を記入してください。

④取　得　年　月 資産を取得した年月を記入してください。なお、年号については次のとおりにします。
　令和 ＝「５」または「Ｒ」　・　平成 ＝「４」または「Ｈ」　・　昭和 ＝「３ ]または「Ｓ」
　大正 ＝「２」または「Ｔ」　・　明治 ＝「１」または「Ｍ」
ただし、1月1日に取得した場合はその前年の12月を取得年月としてください。

⑤取　得　価　額 資産を取得するために要した金額を記入してください。
（圧縮記帳を行っている場合は、圧縮前の金額を記入してください。）

⑥耐　用　年　数 「減価償却資産の耐用年数に関する省令」別表第１、別表第２、別表第５および
別表第６に掲げる耐用年数を記入してください。（P11参照）

⑦増　加　事　由 該当する増加事由を○で囲んでください。
　　１.　新品取得　　２.　中古取得　　３.　移動　　４.　その他

⑧摘　 　　　　要 「課税標準の特例」に該当する場合は、該当条項等を記入してください。（P14～P15参照）
　〔例〕附則第○○条第△△項
また、「○○市より移動」や「申告もれ」など必要な事項を記入してください。
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注意　「増加事由」の欄は、１新品取得、２中古取得、３移動による受入れ、４その他のいずれかに○印を付けてください。
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① ②

「同上」または「〃」と記入しないでください。

※提出枚数およびを提出枚数のうち
何枚目かを記入してください。
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◎申告漏れ資産の耐用年数記載方法
申告漏れ資産のうち、取得後「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」の改正による法
定耐用年数が改正された場合、耐用年数欄には改正後の耐用年数を記入し、摘要欄に改正前
の耐用年数を記載してください。

③ ④ ⑤ ⑥
⑦

⑧

※「資産の種類」に記載する
数字は次のとおりです。

１．建築物
２．機械および装置
３．船舶
４．航空機
５．車両および運搬具
６．工具、器具および備品

◎申告済の償却資産に誤りがあった場合の記載方法
同封の「種類別明細書（資料用）」に記載されている資産で、資産の種類・名称・数量・取得年月・取得価
額・耐用年数に記載誤りがある場合は、下記の要領で記載してください。
１．「減少資産用」に「種類別明細書（資料用）」のとおり記載し、減少事由「4．その他」に○を付し、
摘要欄に「修正」と朱書きし、その事由を記載してください。 （例：取得価額誤り等）

２．「増加資産・全資産用」に正しい明細をすべて記載し、増加事由「4．その他」に○を付し、摘要欄
にその旨、記載してください。（この場合、該当資産の種類番号から順に記載してください。）
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